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ワンストップ型デジタル行政サービス実現可能性調査・概念設計業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 
令和６年６月７日 

静岡市 総合政策局 ＤＸ推進課 
 

１ 趣 旨 

  本市では、令和５年度に庁内のシステム等に関する現状と課題分析を行った結果、「シ

ステムが個別最適化され、システム間の連携を図れていないことから、サービスの利便性

が低い」、「システムとデータの全体像を把握・整理できていないことから、職員のデータ

利活用が十分に進んでいない」ことが明らかになった。 

これらの課題を解決するため、今後の取組の方向性を「複数のシステムを連携しデータ

の一元管理とサービス間連携に資する共通基盤（以下統合データ基盤という）の活用を前

提とし、今後の市全体のシステム等の在り方の検討を行い、業務の効率化と行政サービス

の品質向上に資するワンストップ型デジタル行政サービスを実現する」に設定し、令和５

年度はシステムと保有データの棚卸調査、令和６年度は棚卸調査と庁内のシステムニー

ズを基に今後必要なシステム等の在り方について統合データ基盤を含めた検討を実施、

令和７年度は統合データ基盤等の必要なシステムの設計・構築を進める方向とした。 

 本実施要領は、本市のシステムとデータの全体像を整理し、本市の特徴と課題を踏まえた

上で、短期及び中長期的に実現すべき行政サービスとシステムの在り方について検討し、

データを効率的に利活用するための基盤の設計を含めた、具体的な実施計画を策定する

ことを目的として実施する「令和６年度総政Ⅾ委第 56号 ワンストップ型デジタル行政

サービス実現可能性調査・概念設計業務」の契約予定者を、公募型プロポーザル方式によ

り選定するために必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名 

   令和６年度総政Ⅾ委第56号 ワンストップ型デジタル行政サービス実現可能性 

   調査・概念設計業務 

（２）業務内容  

別紙「業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり 

（３）委託期間 

契約締結日の翌日から令和７年３月31日まで 

（４）見積上限額 

29,982,700円（消費税額及び地方消費税額を含む）を見積金額の上限とする。  

※仕様書記載の業務を実施するために必要な一切の経費を含む。 

※上限額を超えた者は失格とする。 
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（５）支払方法 

業務完了後の一括払い 

 

３ 企画提案に参加するにあたり必要な資格 

この企画提案に参加するためには、次の条件を全て満たしていることとする。 
（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者である

こと。 
（２）静岡市入札参加停止等措置要綱（平成31年４月１日施行）による入札参加停止の期間

中でないこと。 
（３）会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）、破産法

（平成16年法律第75号）に基づく再生又は破産等の手続を行っていない者であること。 
（４）静岡市暴力団排除条例（平成25年静岡市条例第11号）第２条第３項に掲げる暴力団員

等、同条第２号に規定する暴力団員の配偶者（暴力団員と生計を一にする配偶者で、

婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。次項にお

いて同じ）及び暴力団員等と密接な関係を有する者でないこと。 
（５）仕様書に合致した業務を確実に実施できる者であること。 
 

４ 選定スケジュール 

内  容 期  間 注意事項 
公募開始 
（実施要領等の公開） 

令和６年６月７日（金） 
ＤＸ推進課ホームページ上で

公開します。 

質問受付期間 
令和６年６月21日（金） 

午後５時まで 

質問票【様式５】を提出 
※詳細は「５」記載のとおり 

企画提案書の提出 
（提出書類等一式） 

令和６年７月５日（金） 

午後５時まで 

ＤＸ推進課あて電子メールに

て提出（不可の場合は静岡市

役所 静岡庁舎新館 11 階まで

持参又は郵送）※詳細は「６」

記載のとおり 

一次審査結果通知 
令和６年７月９日（火） 

午後５時まで 

※詳細は「８（２）」記載のと

おり 
二次審査 
（プレゼンテーシ

ョン） 
令和６年７月16日（火） ※詳細は「９」記載のとおり 

審査結果の通知 令和６年７月17日（水）以降 
※詳細は「９（６）」記載のと

おり 
  ※審査結果等についての問合せには回答しない。 
  ※最終の審査結果の通知後、速やかに選定された業者と随意契約の手続きを行う。 
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５ 質問受付及び回答方法について 
本実施要領等の内容について不明な点がある場合は、「質問票」【様式５】に記載の上、

提出すること。 
（１）提出方法 
   電子メールのみとし、電話及びファックスでの提出は受け付けない。 

なお、質問メールのタイトルは「ワンストップ型デジタル行政サービス実現可能性調

査・概念設計業務 質問票（業者名）」とすること。 
（２）提出先 
   静岡市 総合政策局ＤＸ推進課 

E-mail：ict@city.shizuoka.lg.jp 
（３）受付期間 
   令和６年６月21日（金）午後５時まで 

（４）回答方法 
   回答を作成次第、令和６年６月26日（水）までにホームページに掲載する。 
 

６ 提出書類等 
（１）提出書類 

①企画提案書表紙【様式１】（１部） 

②企画提案書（１部） 

③会社概要書【様式２】（１部） 

④納税証明書 ※コピー可（１部） 
    ・国税：「法人税」及び「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明書 
    ・市税：静岡市に納税義務がある場合は、法人市民税納税証明書と固定資産税納税

証明書 
⑤暴力団排除に関する誓約書兼同意書【様式３－１】（１部） 

⑥見積書（今回の業務に係るもの）【様式４】（１部） 

    ・金額は税抜で記載し、代表者印を押印すること。 
    ・見積上限額２９，９８２，７００円（税込）を超えないこと。 
（２）提出期限 

令和６年７月５日（金）午後５時まで（必着） 

（３）提出方法 
   下記まで電子メールによりファイルを提出。 
   提 出 先：ict@city.shizuoka.lg.jp 

静岡市 総合政策局ＤＸ推進課 
 

なお、電子メールでの提出が難しい場合は、下記まで持参又は郵送で提出すること。

（郵送の場合は書留郵便に限る。） 

mailto:ict@city.shizuoka.lg.jp
mailto:ict@city.shizuoka.lg.jp
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提 出 先：静岡市役所 静岡庁舎11階 静岡市総合政策局ＤＸ推進課 
（〒420-8602 静岡市葵区追手町５番１号） 

受付時間：月曜日から金曜日の午前９時から午後５時までの間（祝日を除く） 
 

７ 企画提案書について 

  企画提案書を作成するに当たり、次の事項に留意して作成すること。 

（１）書式等 

ア 企画提案書は、仕様書の内容を十分に踏まえ、プロポーザルの提案内容を含めて、

本業務の達成に必要と考える取組や手法等を具体的に記載すること。 

なお、記載に当たっては別紙１「審査基準」記載の「審査項目」に沿って提案書

に記載すること。 

イ 用紙サイズはＡ４版横を基本とし、それを超えるものはＡ４版の大きさに折り曲

げること。提案書のページ数制限はないが、プロポーザル審査会での説明時間（15

分以内）で説明できる内容とすること。 

ウ 企画提案書のファイル形式は、MS-Word、MS-PowerPoint、MS-Excel、PDF形式とす

ること。 

エ 紙媒体で提出の場合、散逸しないような形で綴ること。 

（２）その他留意事項 

ア 専門用語には注釈を付けるなど、分かりやすい表現で記載のこと。  

イ 企画提案書の提出は、１社につき１提案とすること。 

 

８ 一次審査について 

（１）実施方法等 

プロポーザル参加者が４者以上の場合は、企画提案書による一次審査を実施し、この

審査を通過した提案についてのみ二次審査を実施する。 

なお、プロポーザル参加者が３者以下の場合は、一次審査を省略する。 

（２）審査結果の通知 

審査結果等については、令和６年７月９日（火）午後５時までに通知する。 

 

９ 二次審査（プレゼンテーション）について 

（１）実施方法等 

ア 二次審査はプレゼンテーション形式とする。 

イ プレゼンテーションの時間配分の目安は、次のとおり。 

(ア)準  備：５分 

(イ)説  明：１５分以内 

(ウ)質疑応答：１０分程度 

ウ 参加者は３名以内とする。 
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エ 提出された企画提案書等の書類及びプロポーザル審査会の内容については非公

開とする。 

（２）開催日 

   令和６年７月16日（火）午前10時30分から午後５時15分まで 

   詳細な時間は、別途通知する。 

（３）開催場所 

  静岡市役所 静岡庁舎新館11階 第２ＯＡルーム（静岡市葵区追手町５番１号） 

（４）評価者 

   本市が設置する審査委員会における審査員である職員が評価者となる。 

（５）企画提案の評価 

企画提案の評価は、企画提案書、見積金額及びプロポーザル審査会の内容について、

別紙１「審査基準」に基づき、項目ごとに数値化して採点し、合計点数の最高得点を得

たものを本委託業務の選定業者とする。企画提案審査基準の評価項目を参考にして、プ

ロポーザル審査会に参加のこと。 

企画提案の評価の合計点が２社以上同点であった場合、見積価格が低いほうを選定

業者とする。 

応募者が１者であっても本プロポーザルは成立するものとするが、審査の結果、審査

員の合計点数が６割（60点）未満の場合は、本業務の契約予定者として選定しない。 

（６）審査結果 

ア 審査結果の通知 

審査後、参加者全員に通知する。 

イ 審査結果の公表 

参加者名及び審査結果については、公開することができることとする。 

 

10 失格条件 

  次の事項に該当する場合は失格とする。 

（１）提出すべき書類に不足があった場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）審査の透明性・公平性を害する行為があった場合 

（４）その他この書面に示された条件に適合しない場合 

 

11 その他 

（１）提出書類等は返却しない。 

（２）提出書類の作成、プロポーザル審査会に係る費用は、参加者の負担とする。 

（３）提出期限以降に関係書類の差し替えや再提出は認めない。 

（４）提出書類作成等のため本市から入手した資料等がある場合は、本市の了解なく使用

及び公表することはできない。 



6 
 

（５）提出書類について本市は選定手続きに必要な範囲において複製することがある。 

（６）提出書類は契約予定者選定の目的以外に使用しない。ただし、静岡市情報公開条例

（平成15年４月１日条例第４号）第７条に基づき、開示請求があったときは、法人等

の競争上又は事業運営上の地域を害すると認められるもの等不開示情報を除いて、開

示請求者に開示する。 

 

12 問合せ先 

  静岡市総合政策局ＤＸ推進課（担当：清、森下） 

  〒420-8602 静岡市葵区追手町５番１号（静岡市役所 静岡庁舎新館11階） 

  電 話 ０５４－２２１－１３４１ 

  メール ict@city.shizuoka.lg.jp  

 

 

 

  

mailto:ict@city.shizuoka.lg.jp
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別紙１ 

 

審査基準 

審査項目 審査内容 配点 倍率 点数 

基

本

事

項 

業務理解 
・業務の目的及び内容を理解し、具体的な提

案となっているか 
５ ×１ ５ 

業務実施体制 

・提案内容を適正かつ確実に実施することが

可能な体制が構築されているか 

・本市との役割分担が明確になっているか 

５ ×３ １５ 

類似業務実績 
・他自治体等における類似業務の実績を有し

ているか。 
５ ×１ ５ 

提

案

内

容

等 

現状と課題の整理 

・国や県、他都市における先進事例に加え、

本市の総合計画や市政変革研究会等の重

点政策に関する関連情報、「全庁システム

の運用実態調査の結果」及び「庁内データ

項目一覧表」の内容を精査・整理するため

の考え方が示されているか。 

・本市の庁内システム及びデータ利活用環

境の現状と課題、将来的なニーズについ

て客観的かつ詳細に把握・整理するため

の手法が具体的に提案されているか。 

・静岡市スマートシティ推進協議会を活用

した住民サービスの企画検討が具体的に

提案されているか。 

５ ×３ １５ 

目指す姿の明確化 

・本市ならではの課題や重点政策を踏まえ

た新たなサービスやシステムの在り方を

検討するための考え方や手法が示されて

いるか。 

・費用対効果導出に向けた考え方が示され

ているか。 

５ ×３ １５ 

ワンストップ型デ

ジタル行政サービ

ス及び統合データ

基盤の実現に向け

た概念設計 

・他項目の業務との関連を踏まえた、統合

データ基盤及び実装するサービスの概念

設計の手法が具体的に示されているか。 

・概念設計書のイメージが具体的に示され

ているか。 

 

５ ×３ １５ 
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ワンストップ型デ

ジタル行政サービ

ス及び統合データ

基盤の構築費用の

算出 

・必要となる全費用が、根拠に基づき詳細

に積算されているか。 

・国の交付金等を獲得するために必要な支

援内容が提案されているか。 

５ ×１ ５ 

実施計画書の作成 

・実施計画書の作成に向けた考え方及び具体

的な作業内容が示されているか。 

・委託内容に沿った、実施計画書の具体的な

イメージが示されているか。 

５ ×２ １0 

付随業務の提案 
・業務目的を達成するために有効な付随業務

が提案されているか。 
５ ×１ ５ 

業務スケジュール 
・業務の実施スケジュールが具体的かつ現実

的な提案となっているか。 
５ ×１ ５ 

委
託
料
の
総
額 

業務効率性 
・見積上限価格に対して、見積額がいくらと

なっているか 
５ ×１ ５ 

合計 １００ 

 


